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改定 現行 摘 要 

第110条 担当技術者 

１．受注者は、業務の実施にあたって担当技術者を定める場合は、その氏名その他必要

な事項を監督員に提出するものとする。（業務主任技術者と兼務するものを除く） 

なお、担当技術者が複数にわたる場合は、適切な人数とし、３名までとする。 

２．測量作業における担当技術者は、測量法に基づく測量士又は測量士補の有資格者で

なければならない。 

３．担当技術者は、設計図書等に基づき、適正に業務を実施しなければならない。  
 

 

 

 

 

第113条 業務計画書 

１．受注者は、契約締結後１４日（休日等を含む）以内に業務計画書を作成し、監督員

に提出しなければならない。 

２．業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

（１） 業務概要 

（２） 実施方針 

（３） 業務工程 

（４） 業務組織計画 

（５） 打合せ計画 

（６） 成果物の内容、部数 

（７） 使用する主な図書及び基準 

（８） 連絡体制（緊急時含む） 

（９） 使用する主な機器 

（1０） その他 

  （２）実施方針又は(１０)その他には、第132 条個人情報の取扱い、第133 条安全

等の確保及び第138 条に関する行政情報流出防止対策に関する事項も含めるもの

とする。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第110条 担当技術者 

１．受注者は、業務の実施にあたって担当技術者を定める場合は、その氏名その他必要

な事項を監督員に提出するものとする。（業務主任技術者と兼務するものを除く） 

なお、担当技術者が複数にわたる場合は、適切な人数とし、３名までとする。ただ

し、受注者が設計共同体である場合には、構成員毎に３名までとする。 

２．測量作業における担当技術者は、測量法に基づく測量士又は測量士補の有資格者で

なければならない。 

３．担当技術者は、設計図書等に基づき、適正に業務を実施しなければならない。  
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等の確保及び第137 条に関する行政情報流出防止対策に関する事項も含めるもの

とする。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改定 現行 摘 要 

第140条 新技術の活用について 

  受注者は、新技術情報提供システム（NETIS）等を利用することにより、活用することが

有用と思われるNETIS登録技術が明らかになった場合は、監督員に報告するものとする。 

  受注者は、「公共工事等における新技術活用システム」に基づきNETISに登録されている

技術を活用して業務を実施する場合には、以下の各号に掲げる措置をしなければならない。 

  受注者は、「公共工事等における新技術活用の促進について」（平成26年3月28日、国官

総第344号、国官技第319号）、「「公共工事等における新技術活用システム」実施要領につ

いて」（平成26年3月28日、国官総第345号、国官技第320号、国営施第17号、国総施第141号）

による必要な措置をとるものとする。 

 １．受注者は、発注者指定型によりNETIS登録技術の活用が設計図書で指定されている場合

は当該業務が完了次第活用効果調査表を発注者へ提出しなければならない。ただし、活

用効果評価の結果、継続調査が不要と判断された技術（NETIS登録番号の末尾が「-VE」

とされている技術）は活用効果調査表の提出を要しない。 

 ２．受注者は、施工者希望型によりNETIS登録技術を活用した業務を行う場合、新技術活用

計画書を発注者に提出しなければならない。また、当該業務が完了次第活用効果調査表

を発注者へ提出しなければならない。ただし、活用効果評価の結果、継続調査が不要と

判断された技術（NETIS登録番号の末尾が「-VE」とされている技術）は活用効果調査表

の提出を要しない。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


